
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市営バス経営戦略（改定版）素案 

 

資料－７ 





■市営バス経営戦略改定に係る基本方針

1

① 経営戦略改定スケジュ－ル（案）

② 経営戦略の計画期間は下記のとおりとする
・現行版：令和３(2021)年度～12(2030)年度（10年間）
・改定版：令和８(2026)年度～12(2030)年度（５年間）



■市営バス経営戦略改定に係る基本方針

③ 「市営バスの経営理念」は現行版を引き継ぐものとする（平成24年策定）
(1)公共交通として社会的使命を果たし、市民に愛される市営バスを目指します
(2)安全・快適で効率的な運行に努めます
(3)お客様に感謝し、親切で思いやりあふれるサービスに努めます

④ 具体的取組における「基本戦略」及び「個別戦略」は、概ね現行版を引き継ぐ
ものとする

⑤ 経営戦略（改定版）中の収支予測は、令和７年度～16年度（10年間）とする
※本日の資料では「令和６年度～15年度（10年間）」
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■市営バス経営戦略（改定版）の目次（案）

１章 経営戦略改定の目的と位置づけ
１－１ 経営戦略改定の経緯
１－２ 戦略計画期間
１－３ 経営戦略の位置づけ

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題
２－１ 市営バス事業の沿革
２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－３ 運転士等の確保
２－４ 市営バス事業におけるＤＸ推進

３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析
３－１ 萩谷線【山間エリア】
３－２ 川久保線【山間エリア】
３－３ 柱本・三島江線【南部エリア】
３－４ 道鵜・上牧線【東部エリア】
３－５ 梶原線【北東部エリア】

４章 財政計画
４－１ 今後の主な投資について
４－２ 将来収支の見通し
４－３ 市営バスにおける過去の運賃改定
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５章 計画期間における具体的取組
５－１ 経営理念と基本戦略
５－２ 基本戦略に基づく個別戦略
５－３ 個別戦略ごとの具体的取組

６章 経営戦略の推進と進行管理（PDCA）

７章 参考資料
７－１ 市営バス路線図
７－２ 自動車運送事業審議会 開催概要
７－３ 自動車運送事業審議会 委員構成
７－４ パブリックコメントの概要
７－５ 利用者アンケート調査結果
７－６ 将来収支の見通し（補足資料）
７－７ 用語集



１章 経営戦略改定の目的と位置づけ

１－１ 経営戦略改定の経緯

１－２ 戦略計画期間

１－３ 経営戦略の位置づけ
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●「市営バス経営戦略」策定から令和７年度で５箇年が経過する中、令和４年１⽉に発出された総務省
通知において、全国公営企業の経営戦略に対して以下の要請がなされました。
① 策定から３〜５年以内で⾒直しを⾏うこと
② ⾒直し率を令和７年度までに100％とすること
③ 今後の⼈⼝減少、物価上昇、維持管理費等を盛り込んだ投資・財政計画とすること

●本改定版は、令和12（2030）年度までの経営⽅針や具体的な取組等を定め、市営バスを取り巻く状
況の様々な変化を敏感に捉え、⾼槻市の未来や魅⼒を創造する市営バス事業を「⾃⽴経営の徹底」に
よって実現しようとするものです。

●「市営バス経営戦略（改定版）」の適⽤期間は、令和８（2026）年度から令和２年12⽉策定の「市
営バス経営戦略」で設定した令和12（2030）年度までの５年間とします（策定当初から10年間）。

●⾃⽴経営の徹底による戦略的な経営を推進しつつ、大阪府
内唯一の公営バス事業者として、「⾼槻市総合計画」「⾼
槻市都市計画マスタープラン」「⾼槻市総合交通戦略」等、
本市の計画で掲げられる都市の将来像を実現するため、市
営バスの経営⽅針や具体的な取組等を定めるものです。

図 市営バス経営戦略（改定版）の位置づけ



２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題

２－１ 市営バス事業の沿革
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２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－１ 全国バス事業の状況
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●一般路線バスは、⼈⼝減少や少⼦化、マイ
カーの普及やライフスタイルの変化等による
⻑期的な需要減に加え、新型コロナウイルス
感染症の影響等により、輸送⼈員が大きく減
少しています。

●公共交通の担い手であるバス運転者を確保す
る取組として、多くの事業者において労働環
境改善に向けた運賃改定が進められているほ
か、サービス改善・経営効率化に資する交通
DXの取組が進められています。

図 路線バス事業者の現状

図 路線バス輸送⼈員の推移

図 都市部・地⽅部別の路線バスの輸送⼈員・経常収⼊の推移

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－２ 市営バス事業の状況
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(1) 利⽤者数の推移
●市営バスの利⽤者数（乗降⼈員）は、⾼度成⻑期末の昭和50年度に約3,000万⼈でピークを迎えました

が、その後は減少傾向となり、平成14（2002）年以降は約2,000万⼈/年とほぼ横ばいで推移していま
す。

●令和５年５⽉に新型コロナウイルス感染症が感染症法上の５類に位置付けられたことを踏まえ、令和６
年度にかけて徐々に回復していますが、コロナ禍以前の⽔準には戻っていない状況です（令和５年度実
績︓約1,900万⼈）。

図 市営バス利⽤者数の推移（昭和28年度〜令和６年度）

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－２ 市営バス事業の状況
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(1) 利⽤者数の推移
●平成22年から令和６年に掛けて、券種別輸送⽐率の推移を⾒ると、⾼齢者及び障がい者福祉乗⾞券の⽐

率が⾼まり、令和元年度以降は概ね40％前後で推移しています。通勤定期券は横ばいで推移しています
が、通学定期券はコロナ禍で減少し、令和５年度以降もコロナ禍以前の⽔準までは戻っていない状況で
す。

●平成４年から令和５年に掛けて、時間帯別利⽤者数の推移を⾒ると、朝７時〜８時代の通勤・通学時間
帯では減少、10時〜15時の昼間帯では増加、⼣⽅以降の16時から22時の帰宅時間帯では減少傾向と
なっています（令和６年度に実施した利⽤者アンケート調査においても、「通勤＋通学」目的よりも
「買い物＋通院」目的の利⽤割合が⾼くなっています）。

図 市営バスの券種別輸送⽐率の推移

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－２ 市営バス事業の状況
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(1) 利⽤者数の推移
●平成22年から令和６年に掛けて、券種別輸送⽐率の推移を⾒ると、⾼齢者及び障がい者福祉乗⾞券の⽐

率が⾼まり、令和元年度以降は概ね40％前後で推移しています。通勤定期券は横ばいで推移しています
が、通学定期券はコロナ禍で減少し、令和５年度以降もコロナ禍以前の⽔準までは戻っていない状況で
す。

●平成４年から令和５年に掛けて、時間帯別利⽤者数の推移を⾒ると、朝７時〜８時代の通勤・通学時間
帯では減少、10時〜15時の昼間帯では増加、⼣⽅以降の16時から22時の帰宅時間帯では減少傾向と
なっています（令和６年度に実施した利⽤者アンケート調査においても、「通勤＋通学」目的よりも
「買い物＋通院」目的の利⽤割合が⾼くなっています）。

図 市営バスの時間帯別利⽤者数の推移

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－２ 市営バス事業の状況
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(2) 収支状況の推移
●事業開始〜昭和52年度まで、経常収支は赤

字基調が続きましたが、昭和53年度から⿊
字基調となりました。

●コロナ禍以降の経常収支は大幅な赤字とな
り、令和２年度は約５億円、令和３年度は
約３億円の赤字となりました

●令和５年度はコロナ禍の間に取り組んでき
た公平かつ効率的なダイヤ改正や、支出の
削減によって、約９千万円の⿊字となりま
した。

●収入の内訳を⾒ると、年々、福祉乗⾞券の
割合が増加しています。一⽅、支出の内訳
を⾒ると、⼈件費が70％で、今後も諸物価
⾼騰に伴う⼈事院勧告等の影響で、⼈件費
⽐率は⾼⽔準で推移するものと予測されま
す。

●路線別の収支を⾒ると、運⾏収益が運⾏費
⽤を上回る「⿊字路線」は、全24路線中７
路線で、残りの17路線の赤字をカバーする
構造となっていますが、⿊字路線が増加傾
向となっています。

図 市営バス収支状況の推移①（昭和28年度〜令和６年度）

図 市営バス収支状況の推移②（平成26年度〜令和５年度）

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－２ 市営バス事業の状況
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(2) 収支状況の推移
●事業開始〜昭和52年度まで、経常収支は赤字

基調が続きましたが、昭和53年度から⿊字基
調となりました。

●コロナ禍以降の経常収支は大幅な赤字となり、
令和２年度は約５億円、令和３年度は約３億
円の赤字となりました。

●令和５年度はコロナ禍の間に取り組んできた
公平かつ効率的なダイヤ改正や、支出の削減
によって、約９千万円の⿊字となりました。

●収入の内訳を⾒ると、年々、福祉乗⾞券の割
合が増加しています。一⽅、支出の内訳を⾒
ると、⼈件費が70％で、今後も諸物価⾼騰に
伴う⼈事院勧告等の影響で、⼈件費⽐率は⾼
⽔準で推移するものと予測されます。

●路線別の収支を⾒ると、運⾏収益が運⾏費⽤
を上回る「⿊字路線」は、全24路線中７路線
で、残りの17路線の赤字をカバーする構造と
なっていますが、⿊字路線が増加傾向となっ
ています（右表では、山間部と平坦部を分け
て営業係数を算出する等、路線数が整合して
いません）。

表 市営バス路線別営業係数の推移（平成26年度〜令和５年度）

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題

図 収支と支出の内訳（令和５（2023）年度）



２－２ 市営バス事業を取り巻く環境
２－２－３ 新型コロナウイルス感染症による影響
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●令和２年１⽉16日に国内でも感
染者が確認された新型コロナウイ
ルス感染症ですが、同年１⽉には
２類相当の指定感染症に位置付け
られました。

●その後、政府による緊急事態宣言
が都合４回発出されるなど、⼈の
移動そのものが制限される事態と
なり、企業の在宅勤務や学校授業
のリモート化、⾼齢者を中心とし
た外出控え等に伴って、市営バス
の利⽤者数も激減しました。

●市営バスにおいては、委託費等の
支出削減に加えて、令和２年度に
実施した学期ダイヤ期間における
学休ダイヤへの変更や、乗⾞実態
に応じたダイヤ改正を⾏い、新型
コロナウイルス感染症拡大による
事業経営への影響を最小限となる
よう努めてきました。

表 新型コロナウイルス感染症に係る国内の動きと市営バスの対応等

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－３ 運転士等の確保
２－３－１ 交通事業全体の労働環境
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●交通事業の労働者は、全産業の平均と⽐べ、労働時間
は⻑く、年間所得額は低くなっています。

●近年、産業全体では就業者数が順調に増加してきてい
る中で、⾃動⾞運送事業等においては、労働⼒不⾜感
が⾼まり、バス・トラック等の⾃動⾞運転者の労働需
給が逼迫しているにもかかわらず、就業者数はほぼ横
ばいとなっています。

●バス事業では全国各地で運転者不⾜による減便や廃止
が相次いでおり、地域住⺠や観光客の移動手段確保の
観点から、⼈手不⾜が深刻な問題となっています。

図 全産業と交通事業の就業者数の推移

図 ⾃動⾞運送事業等における労働者の平均年齢の推移 図 常⽤労働者の過不⾜判断D.Iの推移

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－３ 運転士等の確保
２－３－２ 市営バスにおける在籍運転士の状況
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●市営バスの総在籍運転士数は、
平成26年度から令和６年度に
掛けて、250⼈前後で推移して
おり、近年は漸減傾向となっ
ています。

●職制別に⾒ると、正職員、⽉
額制会計年度任⽤職員、時間
額制会計年度任⽤職員は減少
傾向。令和３年度から制度を
開始したフルタイム会計年度
任⽤職員、令和５年度から制
度を開始した再任⽤フルタイ
ム、再任⽤短時間職員は増加
傾向となっています。

●在籍運転士の平均年齢（令和
６年４⽉１日時点）は「50.3
歳」で、最も在籍運転士数の
多い年代は50歳代となってい
ます。

表 市営バス職制別在籍運転士数の推移（平成26年度〜令和６年度）

表 市営バス職制別在籍運転士の年齢構成（令和６年４⽉１⽇時点）

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－３ 運転士等の確保
２－３－３ 2024年問題に係る市営バス事業への影響
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(1) 2024年問題とは

●「働き⽅改⾰」を総合的に推進するため、⻑時間労働の抑制等を目的として各種労働関連法を改正す
る「働き⽅関連法」が平成31年４⽉から順次、施⾏されていますが、⾃動⾞運転業務については労働
環境の特殊性に鑑み、時間外労働の上限規制の適⽤が猶予されていました。

●令和６年(2024)４⽉から、その時間外労働の上限規制が適⽤（年間960時間以内）されるとともに、
「⾃動⾞運転者の労働時間等の改善のための基準」が改正され、拘束時間や休息期間等が厳格化され
ることにより発生する問題の総称のことをいいます。

表 （改正）⾃動⾞運転者の労働時間等の改善のための基準

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－３ 運転士等の確保
２－３－３ 2024年問題に係る市営バス事業への影響
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(2) 令和６年(2024)４⽉ダイヤ改正における対応

●前述の法改正に伴い、それまでのダイヤを在籍運転士で対応することが困難となったため、令和６年
４⽉のダイヤ改正において、下記の対応を⾏いました。
①始発便の一部、繰り下げ
②最終便の一部、繰り上げ及びそれに伴う減便
③国道線の分離によるダイヤの均等化及び仕業の効率化（下図参照）

●その他、貸切バスについても配⾞時間を１時間繰り下げました（9時→10時）。

図 「JR富⽥駅バス停」における国道線の分離イメージ

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－３ 運転士等の確保
２－３－４ 市営バスにおける今後の運転士等の確保について
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●全国的に、路線バスの運⾏が可能な「大型二種免許」保有者は減少しており、市営バスにとっても
年々、優秀な⼈材の確保に苦慮している状況です。

●持続可能な市営バス事業運営を実現するため、「大型二種免許未取得者」を対象とする「路線バス運
転士採⽤選考」を導入し、若年層の確保を拡充させます。

●⼥性も働きやすい労働環境整備及び勤務体系の導入を検討し、多様かつ安定的な⼈材確保に努めます。
●「市営バス⼈材育成⽅針」に基づく適正かつ公平な⼈事考課により、現有運転士の離職者の縮減に努

めます。
●バス運転士だけではなく、整備士を含むすべての職員がやりがいや使命感を持って働ける職場を目指

します。

図 バス運転士の推移及び今後の不⾜⾒込み

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－４ 市営バス事業におけるＤＸ推進
２－４－１ ＤＸ推進に係る国内及び高槻市の動向
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(1) 国内の動向

●内閣府︓全国どこでも誰もが便利で快適に暮らせる社会を目指す。デジタルの⼒を活⽤して地⽅創生
を加速化・深化【デジタル田園都市国家構想】

●総務省︓⾏政手続のオンライン化に限らず、住⺠との接点（フロントヤード）の多様化、充実化。デ
ジタル⼈材の確保、育成の推進。都道府県と市区町村の連携による推進体制の構築

●国⼟交通省︓アフターコロナに向けた地域交通の「リ・デザイン」。ドローン物流・物流ＤＸ等を通
じた物流改⾰。デジタルを前提とした新たな国⼟形成計画の策定

(2) ⾼槻市のＤＸ推進⽅針

●⾼槻市ＩＣＴ戦略の計画期間及び目標︓令和２年度〜６年度（５箇年）
①ＩＣＴ利活⽤による⾏政サービスの向上
②データ利活⽤の推進
③ＩＣＴ利活⽤⼒の向上
④ＩＣＴ利活⽤による効率的な⾏財政運営

●ＤＸ推進に向けた５つの道すじ
①「デジタル⾼槻市役所」の実現、②標準準拠システムへの着実な移⾏、③市⺠サービス向上に集中
するための庁内業務ＤＸ、④地域のデジタル化、⑤組織体制の整備・⼈材育成

●⼈材育成プログラム【目指すべきＤＸ⼈材像】
①好奇心をもって新しいことに挑戦し、未来志向で考えることができる
②本気で考え抜いて、最後まで責任感を持って取り組むことができる
③利⽤者（市⺠や現場の職員等）の視点で考え、共感を得て、関係者を巻き込むことができる

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－４ 市営バス事業におけるＤＸ推進
２－４－２ 市営バスにおけるＤＸ推進基本方針
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(1) ＤＸ推進の目的及び必要性

●これまでのサービス・事務のプロセスを前提とし、その一部分あるいは全体をデジタル化することに
よって、サービスや事業効率をより向上させます

●これまでのサービス・事業のプロセスに縛られず、「サービスや事業が目指すものの本質的なあるべ
き姿」をベースに、デジタル適⽤も含めて包括的にサービスや事業を設計し直すことで、変容をもた
らします

●ＤＸ推進は「①戦略、②計画、③調達、④開発、⑤運⽤保守、⑥情報セキュリティ、⑦知識・ノウハ
ウ管理」で構成され、それぞれについて、全体を俯瞰しながら適切に取り組みます

(2) 市営バス事業におけるＤＸ推進のための必要な要素

①ＤＸ推進体制の確⽴と推進
②現状課題の解決（マイナス→ゼロ以上への取組）
③新しいサービス等の適⽤（ゼロ→１の取組）
④既存サービスの更なる改善・強化（１→１０の取組）
⑤上記を主体的に進められる⼈材の育成
⑥「みんなで進めるＤＸ」の意識醸成
⑦上記を包含したロードマップ
⑧上記の取組を評価しながら進めていく活動
⑨情報セキュリティ

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題



２－４ 市営バス事業におけるＤＸ推進
２－４－２ 市営バスにおけるＤＸ推進基本方針
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図 市営バスにおけるシステム関連経費の推移

２章 市営バス事業を取り巻く環境と課題

①これまでのサービス・事務をデジタル化することによって、利⽤者サービスや事業効率を向上 

させます。 

②サービスや事業が目指すものの本質的なあるべき姿をベースに、デジタル適⽤を含めて包括的

にサービスや事業を⾒直します。 

③組織内の体制の定義、役割分担、役割ごとの必要なスキルと取組の定義、それを実現するため

の⼈材育成プランを策定し、実⾏します。 

④継続的な研修による DX に対する全職員の理解及び阻害要因のゼロ化を目指します。 

⑤何をいつまでにどのレベルまで実現し、それをもとに次に何を進めていくのかを全員が共有で

きるよう、それを完遂するためのロードマップを策定し、実⾏します。 

表 市営バスにおけるDX推進に係る基本的な考え⽅（まとめ）



３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析

３－１ 萩谷線【山間エリア】
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路線の概要

●JR摂津富田駅と市域北⻄部の萩⾕地区を結び、
JR摂津富田駅〜奈佐原は均一制運賃、奈佐原
以北は対キロ区間制運賃となっている

●奈佐原以北は市街化調整区域で居住⼈⼝が少
なく、関⻄大学までは通学需要があるが、関
⻄大学以北は利⽤者が少ない

●令和５（2023）年度の収支は、約５千７百万
円の赤字

ＯＤデータに
基づく分析

●年間輸送⼈員︓346,404（乗降⼈数／年）
●営業係数① ︓ 65.8（関⻄大学まで）
●営業係数② ︓1,660.3（関⻄大学以北）

検討の
⽅向性

●関⻄大学以北は、市⺠や地域にとって適切な
交通手段の導入等について、引き続き、市の
交通政策と連携しながら検討を⾏う

図 萩⾕線のバス停別利⽤者数



３－２ 川久保線【山間エリア】
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路線の概要

●ＪＲ⾼槻駅及び阪急⾼槻市駅と市域北東部
の川久保地区を結び、JR⾼槻駅北〜上成合
は均一制運賃、上成合以北は対キロ区間制
運賃区域となっている

●名神⾼速道路以北は市街化調整区域で居住
⼈⼝が少なく、上成合以北は利⽤者が少な
い

●沿線では、新名神⾼速道路⾼槻インター
チェンジ周辺のまちづくり（⼟地区画整理
事業）が進められている

●令和５（2023）年度の収支は、約３千万
円の赤字

ＯＤデータに
基づく分析

●年間輸送⼈員︓779,973（乗降⼈数／年）
●営業係数① ︓ 90.2（上成合まで）
●営業係数② ︓2,460.3（上成合以北）

検討の
⽅向性

●上成合以北は、市⺠や地域にとって適切な
交通手段の導入等について、引き続き、市
の交通政策と連携しながら検討を進める

３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析



３－３ 柱本・三島江線【南部エリア】
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路線の概要

●ＪＲ⾼槻駅及び阪急⾼槻市駅と柱
本・三島江地区を結ぶ循環路線

●路線全体の利⽤者数は⽐較的多いも
のの、一部が三島江経由となる駅へ
の復路については、三島江〜唐崎間
での利⽤者数が少ない

●路線全体の距離が⻑いことから、所
要時間を要し、遅延も発生しやすい
等運⾏効率が悪い

●駅〜⾞庫前区間は、富田団地線と重
複するが、それぞれの運⾏間隔が異
なるため、全体での等間隔ダイヤに
はなっていない

●令和５（2023）年度の収支は、約８
千６百万円の赤字

ＯＤデータに
基づく分析

●年間輸送⼈員︓652,029
（乗降⼈／年）

●営業係数 ︓176.2

検討の
⽅向性

●⾞庫前以南について、対キロ区間制
運賃や特殊区間制運賃の導入、⾞庫
前で接続するゾーンバスとする等、
路線全体の効率化を検討する

３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析



３－４ 道鵜・上牧線【東部エリア】
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路線の概要

●ＪＲ⾼槻駅及び阪急⾼槻
市駅から市域東部の道鵜
町及び上牧地区を結ぶ路
線

●道鵜町折り返しの系統は
大型⾞の運⾏が可能だが、
上牧系統は路線の一部に
狭隘区間があり、中型⾞
での運⾏に制限されてい
る

●令和５（2023）年度の収
支は、約１千６百万円の
赤字

●（府道）十三⾼槻線や⾼
槻東道路等の整備が進め
られており、周辺の交通
需要に変動が生じると考
えられる

ＯＤデータに
基づく分析

●総輸送⼈員︓932,536
（乗降⼈／年）

●営業係数︓110.0

検討の
⽅向性

●生活路線としての利⽤状
況や（府道）十三⾼槻線
等の新たな道路整備状況
を踏まえ、系統再編等に
よる効率化を検討する

３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析



３－５ 梶原線【北東部エリア】
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路線の概要

●ＪＲ⾼槻駅及び阪急⾼槻
市駅から旧⻄国街道経由
で梶原地区を結ぶ路線

●旧⻄国街道区間は大変狭
隘なため、小型⾞限定で
の運⾏となっている

●新名神⾼速道路の延伸を
踏まえ、令和５年12⽉に
「萩之庄〜梶原東」間の
運⾏経路を（府道）⻄京
⾼槻線バイパスに移設

●令和５（2023）年度の収
支は、約３千７百万円の
赤字

ＯＤデータに
基づく分析

●総輸送⼈員︓108,235
（乗降⼈／年）

●営業係数︓312.7

検討の
⽅向性

●山間部を除く路線のうち、
最も営業係数が悪いこと
及び萩之庄以東の利⽤が
少ないこと等を踏まえ、
路線の効率化を検討する

３章 ＯＤデータ等に基づく課題路線の分析



４章 財政計画

４－１ 今後の主な投資について
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(1) バス⾞両（更新計画）
●路線バスの⾞両は、一般的な耐

⽤年数が「50〜100万km」と
言われており、年間⾛⾏距離を
５万kmとすると、「10〜20
年」となります。

●市営バスでは、故障の頻度等を
踏まえ、⾞両更新による原価償
却費が一時に偏らないよう、計
画的に更新を⾏っていますが、
今後は、平成初期から中期にか
けて排気ガス規制の影響で更新
した⾞両が、一⻫に更新時期を
迎えることになります。

●現状の⾞両更新計画は「表」の
とおりですが、輸送の安全確保
を最優先に考えながらも、可能
な範囲で耐⽤期間の延⻑を検討
するとともに、年度毎の収支を
鑑みながら更新時期が偏らない
よう検討します。

図 市営バス保有⾞両数の推移（乗合・貸切・特定）

表 市営バス⾞両の更新計画（令和６年度〜１５年度）



４章 財政計画

４－１ 今後の主な投資について
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(2) バス⾞両（動⼒源）、安全装置
●近年、地球環境問題等に配慮し、各種の動⼒源によ

る新型⾞両が開発されています。市営バスとしては、
初期コスト及び維持管理コストを含む収支への影響
や、安全性や燃費等の運⾏への影響を踏まえ、慎重
に導入可否を検討することとします。

●安全装置については、メーカー側で標準装備されて
いる機能に加え、乗合及び貸切等、⽤途に応じた更
なる安全装置の設置について検討を進めることとし
ます。

図 電動バス⾞両の特性

(3) バス運⾏情報の提供機器等
●現状、市営バスの運⾏状況や時刻表、乗場案内等については、駅前ターミナルを中心とした、デジタルサイネージ、案内

看板、インターネット上の市営バスＨＰ、バスロケ－ションシステム等で情報を提供しています。
●これらは、①今後も改修やリニューアルしながら継続すべきもの、②経年劣化や⽼朽化により撤去するもの、③環境の変

化で機能的に不⾜しているもの、に大別することができます。
●今後は、市営バスサービスの向上を踏まえ、前述の「①」に加えて、新たな情報提供機器の設置等を検討します。
●その他にも以下に示す項目や分野において、新たな投資の必要性等について検討します。

①MaaS関連（アプリ、企画乗⾞券など）
②乗⾞券類のデジタル化（クレカタッチ決済、QRコード決済など）
③次世代型運賃箱



４－２ 将来収支の見通し
４－２－１ 将来収支試算の前提条件
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●収支⾒通しの検討ケースは以下のとおりとします。
(1) ケース①︓現状維持
(2) ケース②︓運賃改定（均一制運賃︓220円→240円）
(3) ケース③︓運賃改定（均一制運賃︓220円→250円）

●全検討ケースに対して、以下の項目を同一条件で考慮しています。
(1) ⼈件費の増大及び軽油単価等の諸物価⾼騰
(2) ⾞両更新等に伴う減価償却費（更新計画による）
(3) 今後の⼈⼝減少及び少⼦⾼齢化に伴う市営バス利⽤者数の減少

●「運賃改定」を想定したケースでは、過去の傾向を踏まえた「逸⾛率」を考慮しています。

４章 財政計画



４－２ 将来収支の見通し
４－２－２ 将来収支試算結果
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４章 財政計画

(1) ケース①︓現状維持
●収支試算初年度の令和７年度は、令和６年度に引き続き、諸物価⾼騰及び⼈件費増大等の影響で約２億

円の赤字となります。
●その後もバス⾞両や運賃箱更新に伴う減価償却の影響で赤字が拡大し、令和７年度から16年度までの

10年間では、累積赤字が約25億円となる⾒込みです。

(2) ケース②︓運賃改定（220円→240円）
●令和８年度に現⾏の均一制運賃額を「220円→240円」に運賃改定すると仮定したケース。
●収支試算初年度の令和７年度は、ケース①と同様となるものの、令和８年度及び９年度は約４千万円の

⿊字となります。
●しかし、令和10年度以降はバス⾞両や運賃箱更新に伴う減価償却の影響で、約１〜２億円の赤字となり、

令和７年度から16年度までの10年間では、累積赤字が約10億円となる⾒込みです。

(3) ケース③︓運賃改定（220円→250円）
●令和８年度に現⾏の均一制運賃額を「220円→250円」に運賃改定すると仮定したケース。
●収支試算初年度の令和７年度は、ケース①と同様となるものの、令和８年度及び９年度は約２億円の⿊

字となります。
●令和10年度以降も、バス⾞両や運賃箱更新に伴う減価償却の影響で⿊字額は減るものの、概ね収支が均

衡し、令和７年度から16年度までの10年間では、累積赤字が約1億円となる⾒込みです。



４－２ 将来収支の見通し（ケース①：現状維持）
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４章 財政計画

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで
示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 207,849

△ 2,078,486

0

1,000

2,000

3,000

4,000

① 収益内訳

乗合（負担金除く） 高齢者負担金 障がい者負担金 貸切 運送雑収益 営業外収益 特別利益

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

② 費用内訳

人件費 物件費 経費 減価償却費外 営業外費用 特別損失

△ 600

△ 500

△ 400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500
（
当
年
度
純
損
益
）

（
経
常
収
益
・
経
常
費
用
）

年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】
令和７年度以降における増加要因
①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰
軽油費・外注修繕費などの物件費増加
委託料などの経費増加

③令和９〜１０年度に運賃箱関連⼀⻫更新
翌年年度以降の減価償却費が増加



４－２ 将来収支の見通し（ケ－ス②：運賃改定あり、均一制運賃：220円→240円）
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４章 財政計画

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで
示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円△ 6,830

△ 68,300
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年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】
令和７年度以降における増加要因
①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰
軽油費・外注修繕費などの物件費増加
委託料などの経費増加

③令和９〜１０年度に運賃箱関連⼀⻫更新
翌年年度以降の減価償却費が増加



４－２ 将来収支の見通し（ケ－ス③：運賃改定あり、均一制運賃：220円→250円）
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４章 財政計画

※  下記のグラフは、各年度の収支において特別損益を除いた「経常収益」「経常費用」を棒グラフで示し、特別損益も含めた「当年度純損益」を折れ線グラフで
示したものである。（単位：百万円）

■ R7〜R16 10年収⽀累積額
千円

■ R7〜R16 年平均収⽀額
千円91,975

919,745
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② 費用内訳
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年度収⽀推移表

経常収益 経常費用 当年度純損益

収支(R6年度)約1億円
の赤字見込み

【留意事項】
令和７年度以降における増加要因
①人事院勧告に伴う人件費の増加

②事業者の労務単価及び物価単価の高騰
軽油費・外注修繕費などの物件費増加
委託料などの経費増加

③令和９〜１０年度に運賃箱関連⼀⻫更新
翌年年度以降の減価償却費が増加



４－３ 市営バスにおける過去の運賃改定
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●市営バスでは、昭和28年２⽉に「初乗運賃10円（対キロ制運賃）」で事業を開始しました。
●昭和37年には「対キロ制運賃」を「対キロ区間制運賃」に変更し、昭和44年には市内平坦部を「特殊区

間制運賃」に変更、昭和49年に「均一制運賃」に変更しました。
●以降、一部の山間路線を除いて「均一運賃制」となり、情勢に応じて運賃を改定（値上げ）してきまし

たが、近年は、消費税の導入及び税率の変更に合わせた運賃改定のみを⾏っており、実質運賃の改定は、
平成５年の「均一制運賃︓170円→190円」が最終となっています。

４章 財政計画

表 市営バスにおける過去の運賃改定



５章 計画期間における具体的取組

５－１ 経営理念と基本戦略

34

●現⾏の経営戦略（令和２年12⽉策定）において、「⾼槻市営バスの経営理念」及びそれを実現するため
の「基本戦略」として下記の４つを設定しており、本改定版においてもそれを引き継ぐこととします。

図 市営バスの経営理念と基本戦略



５－２ 基本戦略に基づく個別戦略
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●前節で定めた4つの基本戦略の下に８の
個別戦略を設け、各事業に積極的に取
り組んでいきます。

●具体的取組については次ページから詳
述しますが、具体的取組に示す実施ス
ケジュールは、短期・中期に区分し、
特に短期で実施する事業について、可
能なものは、年度単位で実施する内容
を記載しています。

５章 計画期間における具体的取組

図 基本戦略に基づく個別戦略

図 事業の実施スケジュール



５－３ 個別戦略ごとの具体的取組（1/4）
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５章 計画期間における具体的取組

基本戦略 個別戦略 具体的取組 備考

１
安全・安⼼な運⾏
サービスの提供

①
安全対策の強化

(1)
「輸送の安全確保」に係る実効性がある
運転士教育とチェック体制の強化

現⾏の「安全な運⾏の確保」
を統合し、教習面（運転技
量・安全確保）や設備面を包
括した取組

②
接遇サービスの向上

(2)
教習の強化による運転士のボトムアップ
と接遇の品質向上

前項との関連性が⾼い項目で
はあるが、あえて統合せず、
乗務員の質的向上と離職抑
制・正当な評価によるモチ
ベーションアップを図る取組

表 個別戦略ごとの具体的取組（安全・安⼼な運⾏サービスの提供）

【項 目】 【指 標】 【目 標】

【個別戦略①】
安全対策の強化 有責事故件数 令和６年度の事故件数から逓減

【個別戦略②】
接遇サービスの向上

利⽤者アンケート調査における運転士の接
遇サービスに対する評価

令和６年度のアンケート調査結果から「良
い・やや良い」の回答割合を増加

表 個別戦略ごとの指標及び目標（安全・安⼼な運⾏サービスの提供）



５－３ 個別戦略ごとの具体的取組（2/4）
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５章 計画期間における具体的取組

基本戦略 個別戦略 具体的取組 備考

２
快適で質の高いサー
ビスの提供

③
利便性の向上

(1)
旅客案内の⾼度化

駅ターミナル等におけるバ
ス運⾏情報の⾼度化及びス
マートバス停の導入など

(2)
運賃キャッシュレス決済の導入検討

運賃のクレジットカード決
済及び企画乗⾞券等のＱＲ
コード化など

(3)
先進的⾞両の導入検討（安全性向上・合
理化等）

「４章」の新たな投資参照

(4)
交通需要や市⺠生活に即した路線再編及
びダイヤ適正化

「３章」の課題路線参照

④
顧客ニーズの的確な把
握

(1)
アンケート調査等の実施

市営バス事業全体や運転士
等の評価に係る経年的な把
握など

表 個別戦略ごとの具体的取組（快適で質の高いサービスの提供）

【項 目】 【指 標】 【目 標】

【個別戦略③】
利便性の向上

平均乗⾞率
（年間利⽤者数／年間総運⾏回数） 令和６年度の平均乗⾞率を維持

【個別戦略④】
顧客ニーズの的確な把握 － －

表 個別戦略ごとの指標及び目標（快適で質の高いサービスの提供）



５－３ 個別戦略ごとの具体的取組（3/4）
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５章 計画期間における具体的取組

基本戦略 個別戦略 具体的取組 備考

３
まちづくりと連携し
たサービスの提供

⑤
定住促進・子育て支援
との連携

(1)
モビリティ・マネジメントの体系化

市営バスに乗ること⾃体を
楽しむための取組など

(2)
⼦育て世代支援と連携した乗⾞券施策の
検討

こうのとりパス・かるがも
パス・おでかけパス等の
サービス拡充。新たなサー
ビスの運⽤など

⑥
拠点整備との連携

(1)
新たな拠点整備に伴う交通需要への対応

新たな道路及び施設建設と
の連携など

表 個別戦略ごとの具体的取組（まちづくりと連携したサービスの提供）

【項 目】 【指 標】 【目 標】

【個別戦略⑤】
定住促進・⼦育て支援と
の連携

利⽤者アンケート調査における⼦育て世代
（20〜40歳代）の市営バスに対する評価

令和６年度のアンケート調査結果から「良
い・やや良い」の回答割合を増加

【個別戦略⑥】
拠点整備との連携

平均乗⾞率
（年間利⽤者数／年間総運⾏回数） 令和６年度の平均乗⾞率を維持

表 個別戦略ごとの指標及び目標（まちづくりと連携したサービスの提供）



５－３ 個別戦略ごとの具体的取組（4/4）
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５章 計画期間における具体的取組

基本戦略 個別戦略 具体的取組 備考

4
経営基盤の強化

⑦
⼈材の確保・育成と組
織⼒向上

(1)
運転士等の確保

「大型２種免許取得支援制
度」の導入など

⑧
効率的な経営・収支の
改善

(1)
ＤＸ化の推進

「市営バスＤＸ推進基本⽅
針」を踏まえた更なるＤＸ
化の拡充

(2)
⾃動⾞運送事業での⾼収益化

バス事業（路線・貸切）に
おける収入増加の取組

(3)
あらゆる収入の確保（営業活動の強化）

バス事業に付随した収入増
加及びその他収益増加の取
組

(4)
市営バス事業運営の効率化

公営バス事業の継続を基本
とした更なる事業運営の効
率化検討

表 個別戦略ごとの具体的取組（経営基盤の強化）

【項 目】 【指 標】 【目 標】

【個別戦略⑦】
⼈材の確保・育成と組織⼒向上

運転士の充⾜率
（在籍運転士数／必要運転士数） 令和６年度から運転士の充⾜率を改善

【個別戦略⑧】
効率的な経営・収支の改善 年度ごとの収支状況 年度ごとの収支（赤字・⿊字の額）を令

和６年度から改善
表 個別戦略ごとの指標及び目標（経営基盤の強化）



６章 経営戦略の推進と進行管理（PDCA）
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●経営戦略の推進にあたっては
PDCAサイクルを徹底し、５章で
示した経営戦略とその具体的取
組の実践、評価指標の達成状況
や財政状況の評価・検証、必要
に応じて、適宜、戦略の改善・
⾒直しを⾏います。

●評価・検証については、⾼槻市
⾃動⾞運送事業審議会において
実施するとともに、各取組の進
捗状況や評価指標の達成状況に
ついては、ホームページ等で公
表し、⾒える化を図ります。

●なお、本戦略に掲載している具
体的取組の内容等については、
社会・経済情勢の変化等に応じ
た⾒直しを適宜、⾏います。

図 PDCAサイクルによる経営戦略の推進・進捗管理イメージ
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